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約LjiJが留保の撤回通知を壕領 しないr:Rり. 当該他国に対 して留保撤回が効果を有きないこ
とは,｢法的安定性の原則 (prlnCipedesecurltejuridique)から生 じ,実行上で十分に確
立した国際法規則｣であり,条約法条約22条3項a)もこれを示しているし本件において,



































































































































































































賛成 シー所長.ランジェウ 7副所長.フ工レシュチェチン.ヒギンズ,パラ ･アラン
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開 法 (56- 2) 230
争を変質させないl･'R度において請求を後に追加修IEすることが認められているLl/.1ところ















































































































































































































































































223 国際司法裁判所 コンコ御戒における武力活動事件(2002相 接紬 (管轄権･貴酬 能性判決20064-2月3円)
第2に,ジェノサイド条約の趣旨及び目的はジェノサイド凱rの防止と処罰であり,これは,




























































められるというものである (判決90-981flL なおこの論点については,中野徹也 ｢条約法条約に
おける留保の ｢有効性』の決定について (二 ･J,呂)｣関西大学法学論集49巻 1号 (1999咋)80-90
ft参照｡
(56)ただし,他の裁判所への配慮からか.裁判所は2006年判決の中ではこの瓜 二ついて一切告及L 二
ておらず,単に.国際刑事裁判所規程120条 僧 保の栗山 が本件とは無関係であると述べるだけ 六
である (判決66項)0
(57) 1)07rauSl.AjfaZredosarltZ,7'fe'sarmF'E,."urleferritr)LrPduCongo(710ul,elereq〟E;lc 2002)
(Rp-pub/Lol(1ddmocraflquedlLCn)lgOC.Ru)and(i),Ord()nnancedu10julle〔2002,para72.
(58lRelseruesalaColue712()u/)uarla♪rerT)eltll)/日,llarEi♪ressT'()lducrlmFdegeJnorlde,Avls
consultatlfdu28mat1951,C.I.jRe亡uL,l1951.p23.
(59)PhlippeWECKELetGullaumeAREOU,LWJ)ranote45,p491_
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221匡牒司法裁判所 コンゴ領域における武ノ.亜軌事件(2002年軒提謝 (管轄権･受理吋能性判決206年2月3E日
通知を受領しない限り.当該他国に対して留保撤klJが効果を有きないというのは,法的安
定性の原則 (princIPedesecuritejurldlque)からヰし,実行上で十分に確任した国際法規
則であるoこの規則は条約法条約22条3割a)にも示されている｣(判決41項).ここで裁判
所は,同22条3項a)が慣削去であると明言していないが,実行上確立している国際法規則
であると述べており,慣習法たる性質を認めているものと解するのが妥当であろうoこれ
は,先に見た条約法条約66条の判断と対比すると明らかであるoまた,条約法条約4条の
不遡及適用原別により,仮に条約22条3項a)が国際慣削圭でなければ,同条はジェノサイ
ド条約 (に付された留保の撤回通知に関する問題)には通用し得ないはずである｡このよ
うに,本件で赦判所は,条約法条約の中で慣習法化している条文 (22条3項a))と慣習法
化していない条文 (66条)を区別しているのである.｣
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